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2026年5月18日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

5/18 月
★ （中） 4月 鉱工業生産（前年比）

3月：+5.7%、4月：+4.1%

★ （中） 4月 小売売上高（前年比）

3月：+1.7%、4月：+0.2%

★ （中） 4月 都市部固定資産投資（年初来、前年比）

3月：+1.7%、4月：▲1.6%

（他） G7財務相・中央銀行総裁会議（～19日、パリ）

5/19 火
★ （日） 1-3月期 実質GDP（1次速報、前期比年率）

10-12月期：+1.3%、1-3月期：（予）+1.6%

★ （米） ウォラーFRB理事 講演

（米） 4月 中古住宅販売仮契約指数（前月比）

3月：+1.5%、4月：（予）+1.6%

★ （欧） レーンECB理事講演

5/20 水
★ （米） FOMC議事要旨（4月28-29日分）

5/21 木
★ （日） 小枝日銀審議委員 講演

（日） 5月 製造業PMI（速報）

4月：55.1、5月：（予）NA

（米） 4月 住宅着工･許可件数（着工、年率）

3月：150.2万件、4月：（予）142.0万件

★ （米） 5月 製造業PMI（速報）

4月：54.5、5月：（予）53.6

★ （米） 5月 サービス業PMI（速報）

4月：51.0、5月：（予）51.3

（米） 新規失業保険申請件数（週間）

5月9日終了週：21.1万件

5月16日終了週：（予）NA

（欧） 5月 製造業PMI（速報）

4月：52.2、5月：（予）51.5

（欧） 5月 サービス業PMI（速報）

4月：47.6、5月：（予）48.4

5/22 金
★ （日） 4月 消費者物価（全国、前年比）

総合　3月：+1.5%、4月：（予）+1.6%

除く生鮮　3月：+1.8%、4月：（予）+1.7%

除く生鮮･エネルギー

　　　　3月：+2.4%、4月：（予）+2.2%

（米） 5月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、確報）

4月：49.8、5月：（予）48.2（速報：48.2）

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

●上昇する期待インフレ率と長期金利

インフレ懸念等から上昇を続ける長期金利が株価の重しに

■ インフレ懸念による金利上昇が株価を下押し

先週は日経平均と独DAX®が下落しS&P500はほぼ横ば

い、日米独の10年債利回りは上昇、為替市場では米ドル

が独歩高。中東情勢に伴うインフレ懸念等から各国の長

期金利が上昇を続ける中、ハイテク株主導で上昇してき

た株価は週末にかけて反落しました。日本では10年物物

価連動債が織り込む期待インフレ率が上昇し (1.954%→

2.237%)、10年国債利回りも上昇(2.483%→2.717%)。12日

の日銀会合｢主な意見｣(4月分)や14日の増日銀審議委員講

演は予想以上にタカ派的であったものの、利上げの遅れ

への懸念は根強い模様です。米国では金利先物が織り込

む今年末の米政策金利が先週末に3.784%と前週の3.648%

より上昇と、市場は利上げの可能性を意識。4月の物価指

数の高い伸びや堅調な小売売上高が注目されました。

■ 中東情勢や主要国の金融政策動向に注目

今週も中東情勢や主要国の金融政策の動向が注目点で

す。米国は20日のFOMC議事要旨(4月分)や19日のウォ

ラーFRB理事講演における物価上振れリスクへの言及が

焦点。21日のPMI(5月)では価格関連指数の動きも注目さ

れます。日本では小枝日銀審議委員が21日に講演予定。

先週14日の増審議委員と同様にタカ派的なコメントがあ

れば日銀の6月利上げへの確信が高まるでしょう。欧州で

は19日にレーンECB理事が講演。6月利上げに向けた姿勢

が注目されます。英国では地方選での与党惨敗を受けて

スターマー首相おろしの動きが表面化。補欠選挙を通じ

て与党労働党左派が次期首相との観測が高まれば、財政

の悪化懸念から長期金利が上昇するでしょう。（入村）
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2026年5月15日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2026年5月8日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

5月15日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 61,409.29 -1,304.36 ▲2.08

TOPIX 3,863.97 34.49 0.90

米国 NYダウ （米ドル） 49,526.17 -82.99 ▲0.17

S&P500 7,408.50 9.57 0.13

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 26,225.14 -21.94 ▲0.08

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 606.92 -5.22 ▲0.85

ドイツ DAX®指数 23,950.57 -388.06 ▲1.59

英国 FTSE100指数 10,195.37 -37.70 ▲0.37

中国 上海総合指数 4,135.39 -44.56 ▲1.07

先進国 MSCI WORLD 4,741.61 -15.69 ▲0.33

新興国 MSCI EM 1,668.17 -43.08 ▲2.52

5月15日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 284.75 -6.78 ▲2.33

日本 東証REIT指数 1,838.71 -19.54 ▲1.05

5月15日 騰落幅

日本 2.700 0.230

米国 4.594 0.239

ドイツ 3.167 0.162

フランス 3.820 0.197

イタリア 3.947 0.220

スペイン 3.604 0.183

英国 5.172 0.260

カナダ 3.691 0.219

オーストラリア 5.072 0.084

5月15日 騰落幅 騰落率%

米ドル 158.74 2.06 1.31

ユーロ 184.54 -0.12 ▲0.06

英ポンド 211.54 -2.09 ▲0.98

カナダドル 115.47 0.87 0.76

オーストラリアドル 113.51 0.01 0.01

ニュージーランドドル 92.76 -0.74 ▲0.79

中国人民元 23.297 0.254 1.10

シンガポールドル 124.000 0.367 0.30

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.9023 0.0008 0.09

インドルピー 1.6544 -0.0030 ▲0.18

トルコリラ 3.483 0.031 0.90

ロシアルーブル 2.1756 0.0644 3.05

南アフリカランド 9.509 -0.050 ▲0.52

メキシコペソ 9.156 0.035 0.38

ブラジルレアル 31.377 -0.653 ▲2.04

5月15日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 105.42 10.00 10.48

金 COMEX先物 （期近物） 4,561.90 -168.80 ▲3.57

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品
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【図1】今年の日経平均株価の上昇はAI半導体関連が主導■ 金利上昇でハイテク株に重し

先週の国内株はTOPIXが上昇した一方、日経平均株価

は下落。グローバルで金利が上昇するなか、今年大きく

上昇したキオクシアHDの決算発表を前に警戒感が強まり

（図1）、AI･半導体などのハイテク株が軟調でした。

国内債券市場では、原油価格高止まりのほか、政府に

よる補正予算編成の可能性が報じられたことも加わり、

財政拡張やインフレ懸念で金利が上昇しています。10年

債利回りは2.7%を超え、1997年以来の高水準を更新。国

内企業の決算発表がおおむね一巡するなか、先行きも金

利上昇がハイテク株の重しとなる可能性に要警戒です。

■ 3月個人消費はマインド悪化で弱含み

3月家計調査における実質消費支出は、前月比▲1.3%

と2カ月ぶりに低下。実質賃金は前年比プラス圏で推移し

ているものの、中東情勢混乱を受けた消費者マインドの

冷え込みなどが重しとなった可能性があります（図2）。

4月景気ウォッチャー調査は、総合の現状判断DIが40.8

と3月の42.2からさらに悪化。全体として中東情勢による

物価高を懸念する声が目立ち、家計･企業･雇用全項目の

DIが低下するなど景況感は引き続き弱含んでいます。特

に住宅関連の低下幅が大きく、イラン情勢をうけた資材

価格高騰や供給制約などで住宅建設自体が難しくなって

いるとの声も。先行き判断DIは、一部項目で小幅な改善

見通しではあるものの、物価の先高観が節約志向を強

め、家計消費減となる展開に要注意です。

■ 4月日銀会合は多くの委員が利上げを志向

12日公表の4月金融政策会合における主な意見では、

「企業の価格改定行動は積極化しており、物価の上振れ

リスクは高い」など、多くの政策委員が物価上振れを強

く警戒するなか、4月の国内企業物価は前年比+4.9%と3

年ぶりの水準まで急上昇。ナフサが同+79.4%と急騰した

ほか、石油･石炭製品や化学製品の上昇も目立ち、中東情

勢悪化の影響が顕在化しています（図3）。今週22日公表

の4月全国消費者物価への波及度合いが注視されます。

主な意見では「仮に中東情勢の帰趨が不透明な状況が

続いても、次回以降の会合で利上げの判断は十分にあり

得る」など、早期利上げを志向する意見も多数みられま

した。14日の講演で増審議委員も「できる限り早い段階

での利上げが望ましい」と発言しており、市場では8割弱

の参加者が6月利上げを見込んでいます。今週18-19日の

G7中央銀行総裁会議、21日の小枝日銀審議委員の講演な

ど、引き続き日銀高官の発言に注目です。（大畑）

日本 金利上昇でハイテク株に逆風、日経平均株価は前週末比下落

【図3】国内ナフサ価格等の急騰で4月国内企業物価も急上昇

【図2】4月景気ウォッチャー調査は住宅関連DIが急落

出所）総務省、内閣府より三菱UFJアセットマネジメント作成

景気ウォッチャー調査の現状判断DIと
実質消費支出

出所）日本銀行より三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 国内企業物価（品目別、前年比）

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は実質消費支出が2026年3月、景気ウォッチャー調査が同年4月。

注）個別銘柄を推奨するものではありません。

日経平均構成銘柄 年初来上昇率TOP10（5月15日時点）
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順位 日経平均構成銘柄
年初来

上昇率（%）

1 古河電気工業 441.2

2 キオクシアホールディングス 326.9

3 レゾナック ホールディングス 164.9

4 三井金属 164.5

5 イビデン 132.4

6 SUMCO 114.4

7 フジクラ 99.5

8 太陽誘電 91.0

9 村田製作所 89.0

10 ローム 89.0
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米国 エヌビディア決算と金利高に身構える米国市場

【図1】エヌビディア株価は高い利益成長期待を支えに上昇

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

エヌビディア 純利益と株価

【図2】川上側の物価上振れは今後消費者物価へ波及か

米国 各種物価指標（前年比）

【図3】小売売上高は物価調整後の実質ベースでも底堅い

出所）BLS、センサス局より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年4月。2025年10月は物価算出無しのため、実質値には欠損あり。
コア小売売上高は、総合除く建設資材店・自動車ディーラー・飲食店・
ガソリンスタンド。
実質値は、コア財消費者物価（財除くエネルギー・食品）で実質化。

米国 コア小売売上高（前年比）

注）直近値は、株価（実線部分）は2026年4月末（月次）、
純利益は実数値が2025年11月～2026年1月期、予想値が同年5～7月期。
予想値はBloombergによる2026年5月15日時点予想値。

出所）BLSより三菱UFJアセットマネジメント作成

■ エヌビディア決算は無難に消化できるか

先週のS&P500は上昇。急騰していた半導体株を中心

に、週前半は物価指標の上振れを契機に一時調整も、堅

調な企業業績を受けた成長期待は底堅く、反発。しか

し、再度のインフレ懸念と金利上昇を向かい風に再度下

落する不安定な展開となりました。5月14-15日の米中首

脳会談では、双方が安定的な関係性を築く姿勢を示す

も、地政学や貿易問題にかかわる具体的な進展は見られ

ず、金融市場の反応は軽微なものに留まりました。

今週は主要経済指標の公表が無く、20日の半導体大手

エヌビディアの決算発表が主要な指標となる見込みで

す。市場の高い期待値(図1)を超える業績見通しを示せる

かが、半導体相場の分水嶺の一つとなるでしょう。

■ インフレ懸念加速で金利高が進展

先週公表の4月消費者物価と生産者物価はいずれも市

場予想を上回って加速。一部項目の統計計算上の歪みの

影響を除いても、ホルムズ海峡封鎖を受けた資源高の中

で、エネルギー価格とそれらの影響を受けやすい運輸や

航空運賃価格の上昇が加速をけん引しました。川上側の

価格上昇は年後半にかけて消費者価格に波及すると見ら

れ、物価上昇圧力が続くことが予想されます。

市場ではインフレ懸念が加速。年内の利下げ見込みは

後退し、足元約半数が年内1回以上の利上げを織り込んで

います。結果、先週は30年債金利は5%超となるなど金利

上昇が続き、株式市場への向かい風となるとの懸念が広

がり始めています。長期の期待インフレ率が安定してい

る中では拙速な利上げは見込みがたいものの、先週正式

にFRB議長として承認されたウォーシュ氏にとっては、

難しい舵取りを迫られる門出となりました。

■物価高の中でも堅調さ保つ米国個人消費

こうした物価高を受けて実質所得が下押しされる中で

も、先週公表の4月小売売上高は前年比+4.9%(前月同

+4.2%)と堅調でした。株式相場の上昇による資産高効果

や例年より高水準の税還付が上押し要因と見られます。

消費意欲を示す裁量支出項目は衣類や家具が減速も、

娯楽用品の支出が加速しており、大きな方向性は見えま

せん。しかし、今後税還付の追い風が剥落するにつれ

て、ガソリンや食品等の物価高の影響を受けやすい低所

得者層を中心に支出抑制姿勢は強まる見込み。今週決算

公表予定の米ディスカウント小売大手のウォルマートや

ターゲットの決算から、全体統計に表れにくい低所得者

層の消費実態を探る展開となる見込みです。（牧）
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■ ドイツの5月ZEW景況感期待指数は改善も、
景気先行きへの慎重姿勢は継続

12日に公表されたドイツの5月ZEW景況感期待指数は

▲10.2と、市場の悪化予想に反して改善も、依然として

マイナス圏で推移しています(図1)。米国･イラン紛争の

早期収束期待を背景に、4月の過度な悲観はやや修正され

たものの、生産活動の弱含みやエネルギー価格の上昇、

域内の2%を上回るインフレが引き続き重しとなっている

模様です。加えて、現況指数は▲77.8へと一段と悪化し

て足元の苦境を反映。年後半に向けた回復には地政学リ

スクの緩和や財政拡張策の効果発現が不可欠とみられ、

ドイツ景気の先行きは楽観し難い状況が続いています。

■ 英国の3月実質GDPは底堅くも、
先行き不透明感は根強く

14日に公表された英国の3月月次実質GDPは前月比

+0.3%と市場予想(同▲0.2%)を大きく上回り、前月から伸

びがやや減速も、拡大基調を保ちました(図2)。サービス

および建設部門が押し上げに寄与し、公表元は小売やIT

関連など幅広いサービスの拡大が主因と指摘。一方、鉱

工業部門は弱含み、産業間の乖離が残ります。また、公

表元は、3月値には中東情勢緊迫化の影響が一部含まれる

ものの、限定的と評し、消費減速の影響が前倒し需要な

どにより相殺された可能性があると示唆。英国景気は、

サービス主導で底堅さを維持したものの、外部環境悪化

等を背景に先行きの不確実性は根強いままです。イング

ランド銀行(英国中銀、BOE)のブリーデン副総裁は先

週、エネルギーショックの経済への影響を慎重に見極め

る必要性を強調し、6･7月の利上げは不要との考えも提

示。今週はPMIに加え、賃金･物価指標も公表予定であ

り、景気･インフレ動向を見極める展開が続きそうです。

■ 高まるスターマー首相への辞任圧力、
労働党党首選への動きが加速

英国政局を巡る不透明感も強まっています。7日に行

われた地方選挙での大敗を受け、スターマー首相は続投

を表明したものの、党内では指導力への不満が顕在化

し、交代圧力が高まっています。党首選を見据えた動き

も加速するなか、次期有力候補とされるストリーディン

グ保健相は辞任。9月にも労働党党首選が実施されるとの

観測も浮上しています。景気の先行き不透明感や利上げ

観測の後退も重なり、先週の英国金融市場ではポンド安

が進行(図3)。党首選を巡る動向や政権の政策姿勢を注視

する状況は続き、当面はポンド相場や英国資産が上値の

重い展開となる可能性が高いとみられます。(吉永)

【図1】ドイツ ZEW景況感期待指数は改善も、
依然としてマイナス圏で推移

【図2】英国 3月実質GDPはサービス部門主導で
底堅く推移

【図3】英国 政局を巡る不透明感が強まり、
ポンド安･金利上昇が進展

ドイツ ZEW景況感指数

出所）ZEWより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年5月。

注）直近値は2026年3月。

英国 月次実質GDP

出所）ONSより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年5月16日。

英国 ポンド・ドルと10年国債利回り

出所）LSEGより三菱UFJアセットマネジメント作成
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フィリピン 昨年より低迷していた景気に燃料価格の上昇が追い打ち
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【図1】固定資本投資が落ち込み家計消費も低迷

【図2】生産側ではほぼすべての部門が低迷

【図3】燃料価格が上昇し総合物価を押し上げ

出所）フィリピン国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）フィリピン国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）フィリピン国家統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026

家計消費

純輸出
在庫投資

注）直近値は

2026年1-3月期

政府消費

固定資本
投資

実質GDP
(線)

(年)

実質GDPの前年比と寄与度(四半期)(%)

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22

2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026

実質GDP前年比: 産業別 (四半期)(%)

製造

注）直近値は

2026年1-3月期

サービス

(年)

農林漁業

建設

-1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026

注）直近値は2026年4月

消費者物価の前年比 (月次)(%)

コア物価

総合物価

(年)

■ GDP成長率はコロナ感染期以来の水準へ低下

不正資金流用疑惑から公共投資が落ち込み昨年後半よ

り急減速したフィリピンの景気。燃料価格上昇という重

しも加わり景気は今後いっそう冷え込む見通しです。

今月7日、政府は1-3月期の実質GDPが前年比+2.8%(前

期+3.0%)とコロナ感染拡大期以来の水準へ低下したと公

表しました。需要側では、民間消費が鈍化し固定資本投

資も低迷(図1)。民間消費は前年比+3.0%(同+3.8%)と5年

ぶりの水準へ鈍化しました。内訳では食品が同+0.3%(同

+3.8%)へ鈍化。食品物価の上昇を受けて中低所得家計が

支出を抑制した模様です。運輸や飲食･宿泊も低迷。エネ

ルギー節約に向けて3月に政府が公務員による在宅勤務や

週4日出勤制を導入し飛行機を減便した影響とみられま

す。政府消費は同+4.8%(同+0.7%)へ加速。公共投資を抑

制し経常歳出を積み増した2026年予算の執行が始まった

影響です。固定資本投資は同▲2.7%(同▲6.4%)と2期連続

のマイナス。建設投資が同▲4.5%(同▲9.2%)、設備投資

も同▲0.1%(同▲1.7%)と下げ幅を縮めつつ軟調でした。

外需では、総輸出が同+7.8%(同+13.3%)へ鈍化した一方、

総輸入は同+6.1%(同+3.2%)へ加速しました。

■ 今年のGDP成長率は+3.4%前後へ鈍化か

生産側では、主要部門のほぼ全てが軟調でした。農林

漁業は同▲0.2%(同+1.0%)へ反落し、鉱業は同+3.8%(同

+5.1%)、製造業も同+0.5%(同+1.8%)へ鈍化しました。建

設業は同▲ 2.8%( 同▲ 6.0%)と軟調。公的建設が同

▲ 31.5%(同▲ 38.6%)と低迷し民間建設も同 +5.3%(同

+16.8%)へ鈍化しました。サービス部門は同+4.5%(同

+4.9%)へ鈍化。政府の経常歳出実行を受けて公共サービ

ス等が加速したものの、運輸倉庫、宿泊飲食、金融保

険、不動産等多くの部門が鈍化しました。

民間消費は今後さらに冷え込む見込み。物価上昇によ

る購買力の低下、雇用環境の悪化、中東地域への就労者

の帰国による郷里送金の落ち込み等が重しとなるでしょ

う。4月の総合消費者物価は同+7.2%(3月+4.1%)へ上昇(図

3)。運輸燃料が同+65.8%(同+31.3%)へ急伸した影響で

す。食品も同+6.0%(同+3.0%)へ加速。今後は輸送コスト

や肥料価格の上昇が同物価をさらに押し上げる見込みで

す。燃料価格上昇の影響で電力料金や公共運賃の上昇も

不可避でしょう。 1-3月期の失業率は 5.3%(2025年平

均:4.2%)へ上昇。公共投資低迷に伴う建設部門の雇用の

落ち込み等によります。昨秋より急減速した公共投資は

今後回復するものの、建材供給の混乱や資材価格上昇が

重しとなる見込み。今年通年のGDP成長率は+3.4%前後

(昨年+4.4%)と景気は低迷すると予想されます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は公表日未定

5/11 月 （英） 1-3月期 実質GDP（速報、前期比） 5/21 木
（米） ベッセント財務長官訪日（～13日） 10-12月期：+0.2%、1-3月期：+0.6% （日） 小枝日銀審議委員 講演

（米） 4月 中古住宅販売件数（年率） （英） 3月 月次実質GDP（前月比） （日） 3月 機械受注（船舶･電力除く民需、前月比）

3月：401万件、4月：402万件 2月：+0.4%、3月：+0.3% 2月：+13.6%、3月：（予）▲8.1%

（中） 4月 生産者物価（前年比） （英） 3月 鉱工業生産（前月比） （日） 4月 貿易収支（通関ベース、速報）

3月：+0.5%、4月：+2.8% 2月：+0.3%、3月：▲0.2% 3月：+6,430億円、4月：（予）▲725億円

（中） 4月 消費者物価（前年比） （中） 4月 社会融資総量（*） （日） 5月 製造業PMI（速報）

3月：+1.0%、4月：+1.2% 3月：5兆2,240億元 4月：55.1、5月：（予）NA

4月：6,245億元 （日） 5月 サービス業PMI（速報）

5/12 火 （中） 4月 マネーサプライ（M2、前年比）（*） 4月：51.0、5月：（予）NA

（日） 日銀 金融政策決定会合（4月27-28日）主な意見 3月：+8.5%、4月：+8.6% （米） 4月 住宅着工･許可件数（着工、年率）

（日） 3月 家計調査（実質個人消費、前年比） 3月：150.2万件、4月：（予）142.0万件

2月：▲1.8%、3月：▲2.9% 5/15 金 （米） 5月 製造業PMI（速報）

（日） 3月 景気動向指数（CI、速報） （日） 4月 国内企業物価（前年比） 4月：54.5、5月：（予）53.6

先行　2月：113.2、3月：114.5 3月：+2.9%、4月：+4.9% （米） 5月 サービス業PMI（速報）

一致　2月：116.2、3月：116.5 （日） 4月 工作機械受注（速報、前年比） 4月：51.0、5月：（予）51.3

（米） 4月 NFIB中小企業楽観指数 3月：+28.0%、4月：+45.1% （米） 新規失業保険申請件数（週間）

3月：95.8、4月：95.9 （米） パウエルFRB議長 任期満了 5月9日終了週：21.1万件

（米） 4月 消費者物価（前年比） （ウォーシュ氏がFRB議長に就任予定） 5月16日終了週：（予）NA

総合　3月：+3.3%、4月：+3.8% （米） 4月 鉱工業生産（前月比） （欧） 5月 製造業PMI（速報）

除く食品･エネルギー 3月：▲0.3%、4月：+0.7% 4月：52.2、5月：（予）51.5

　　　　3月：+2.6%、4月：+2.8% （米） 5月 ニューヨーク連銀製造業景気指数 （欧） 5月 サービス業PMI（速報）

（独） 5月 ZEW景況感指数 4月：+11.0、5月：+19.6 4月：47.6、5月：（予）48.4

期待　4月：▲17.2、5月：▲10.2 （欧） ECB経済報告 （欧） 5月 消費者信頼感指数（速報）

現況　4月：▲73.7、5月：▲77.8 4月：▲20.6、5月：（予）NA

（伊） 3月 鉱工業生産（前月比） 5/16 土 （独） 5月 製造業PMI（速報）

2月：+0.2%、3月：+0.7% （日） 氷見野日銀副総裁 講演 4月：51.4、5月：（予）51.0

（豪） 4月 NAB企業信頼感指数 （独） 5月 サービス業PMI（速報）

3月：▲29、4月：▲24 5/18 月 4月：46.9、5月：（予）47.2

（印） 4月 消費者物価（前年比） （米） 5月 NAHB住宅市場指数 （英） 5月 製造業PMI（速報）

3月：+3.40%、4月：+3.48% 4月：34、5月：（予）34 4月：53.7、5月：（予）NA

（伯） 4月 消費者物価（IPCA、前年比） （中） 4月 鉱工業生産（前年比） （英） 5月 サービス業PMI（速報）

3月：+4.14%、4月+4.39% 3月：+5.7%、4月：+4.1% 4月：52.7、5月：（予）NA

（中） 4月 小売売上高（前年比） （豪） 4月 失業率

5/13 水 3月：+1.7%、4月：+0.2% 3月：4.3%、4月：（予）4.3%

（日） 3月 経常収支（季調値） （中） 4月 都市部固定資産投資（年初来、前年比） （豪） 5月 製造業PMI（速報）

2月：+2兆7,015億円 3月：+1.7%、4月：▲1.6% 4月：51.3、5月：（予）NA

3月：+3兆9,006億円 （中） 4月 都市部調査失業率 （豪） 5月 サービス業PMI（速報）

（日） 4月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI） 3月：5.4%、4月：5.2% 4月：50.7、5月：（予）NA

現状　3月：42.2、4月：40.8 （他） G7財務相・中央銀行総裁会議（～19日、パリ） （印） 5月 製造業PMI（速報）

先行き　3月：38.7、4月：39.4 4月：54.7、5月：（予）NA

（日） ソフトバンクG 2026年3月期決算発表 5/19 火
（米） 4月 生産者物価（最終需要、前年比） （日） 1-3月期 実質GDP（1次速報、前期比年率） 5/22 金

3月：+4.3%、4月：+6.0% 10-12月期：+1.3%、1-3月期：（予）+1.6% （日） 4月 消費者物価（全国、前年比）

（米） シスコ･システムズ 2-4月期決算発表 （米） ウォラーFRB理事 講演 総合　3月：+1.5%、4月：（予）+1.6%

（欧） 1-3月期 実質GDP（改定、前期比） （米） 4月 中古住宅販売仮契約指数（前月比） 除く生鮮　3月：+1.8%、4月：（予）+1.7%

10-12月期：+0.2% 3月：+1.5%、4月：（予）+1.6% 除く生鮮･エネルギー

1-3月期：+0.1%（速報：+0.1%） （欧） レーンECB理事講演 　　　　3月：+2.4%、4月：（予）+2.2%

（欧） 3月 鉱工業生産（前月比） （英） 3月 失業率（ILO基準） （米） 5月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、確報）

2月：+0.2%、3月：+0.2% 2月：4.9%、3月：（予）4.9% 4月：49.8、5月：（予）48.2（速報：48.2）

（豪） 1-3月期 賃金指数（前年比） （英） 3月 平均週給（除くボーナス、前年比） （米） 5月 期待インフレ率（ミシガン大学、確報）

10-12月期：+3.4%、1-3月期：+3.3% 2月：+3.6%、3月：（予）+3.4% 1年先　4月：+4.7%

（伯） 3月 小売売上高（前年比） （豪） 5月 消費者信頼感指数（前月比） 　　 　　 5月：（予）NA（速報：+4.5%）

2月：+0.4%、3月：+4.0% 4月：▲12.5%、5月：（予）NA 5-10年先　4月：+3.5%

（加） 4月 消費者物価（前年比） 　　　　　 　5月：（予）NA（速報：+3.4%）

5/14 木 3月：+2.4%、4月：（予）+3.0% （独） 5月 ifo企業景況感指数

（日） 増日銀審議委員 講演 4月：84.4、5月：（予）NA

（米） トランプ大統領訪中（～15日） 5/20 水 （独） 6月 GfK消費者信頼感指数

（米） バーFRB理事 講演 （日） 4月 訪日外客数（速報） 5月：▲33.3、6月：（予）NA

（米） 4月 輸出入物価（輸入、前年比） 3月：362万人、4月：（予）NA （英） 4月 小売売上高（前月比）

3月：+2.3%、4月：+4.2% （米） FOMC議事要旨（4月28-29日分） 3月：+0.7%、4月：（予）NA

（米） 4月 小売売上高（前月比） （米） エヌビディア 2-4月期決算発表 （加） 3月 小売売上高（前月比）

3月：+1.6%、4月：+0.5% （英） 4月 消費者物価（前年比） 2月：+0.7%、3月：（予）+0.7%

（米） 新規失業保険申請件数（週間） 3月：+3.3%、4月：（予）+3.0% （他） 1-3月期 メキシコ 実質GDP（前年比）

5月2日終了週：19.9万件 （中） LPR（優遇貸付金利）発表 10-12月期：+1.6%、1-3月期：（予）+0.1%

5月9日終了週：21.1万件 1年物：3.00%→（予）3.00%

（米） アプライド･マテリアルズ 2-4月期決算発表 （他） インドネシア　金融政策決定会合（結果公表）

7日物ﾘﾊﾞｰｽ･ﾚ ﾟ金利：4.75%→（予）4.75%
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI USA、MSCI JAPAN、MSCI GERMANYに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属しま
す。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、Frank Russell Companyに帰属します。
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